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「地方独立行政法人市立大津市民病院の概要」 

１ 法人に関する基礎的な情報 

（１） 目的、業務内容、沿革、設立に係る根拠法、組織図その他の法人の概要 

 

①目的 

 地域の中核病院として、市民に救急医療及び高度医療を始め、良質で安全な医療を継続

的かつ安定的に提供するとともに、地域の医療機関との機能分担及び連携を行うことによ

り、市民の健康の維持及び増進に寄与することを目的とする。 

 

②業務内容 

 ・医療を提供すること。 

 ・医療に関する調査及び研究を行うこと。 

 ・医療に従事する者に対する研修を行うこと。 

 ・医療に関する地域への支援を行うこと。 

 ・人間ドック、健康診断等の予防医療を提供すること。 

 ・看護師養成所の運営を行うこと。 

  

③沿革 

明治３２年 滋賀県立避病院（伝染病院）を大津市に移管、大津伝染病院開設 

明治４０年７月 大津市圓山病院と改称 

昭和１２年４月 
大津回生病院と改称、１市２箇村組合立伝染病院（大津市・雄琴村・

坂本村・下阪本村）として膳所錦町字打明に開設 

昭和３９年１月 現在地に移転、大津市民病院に改称 

昭和５３年７月 新館棟（現在の別館棟）竣工 

昭和５４年３月 管理棟増築 

昭和５８年５月 付属棟増築 

平成１１年４月 本館棟竣工（地下１階、地上９階建て免震構造、屋上ヘリポート設置） 

平成２９年４月 
地方独立行政法人に移行 

地方独立行政法人市立大津市民病院と名称変更 

平成３０年３月 市立介護老人保健施設ケアセンターおおつ廃止 

令和２年３月 市立大津市民病院付属看護専門学校閉校 

 

④設立に係る根拠法 

 地方独立行政法人法（法律第百十八号） 
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⑤組織図 

 

経営戦略室

経営管理課 財　務　係

総　務　係
法人事務局 総　務　課

人　事　係
内部統制推進室

施　設　係
施設契約課

契　約　係

医療の質・安全管理室 感染管理室

患者相談支援室
地域医療連携室

入退院センター
法人理事会 患者総合支援センター

訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ
理 事 長 市立大津市民病院

理　　事 院　長 診療情報管理室

監　　事 副 院 長 医療情報センター 医療情報システム室

診療支援室

臨床研修センター

地域医療研修室

治験管理センター

診　療　局 総合内科
内　科
消化器内科
呼吸器内科
脳神経内科
循環器内科
精神・診療内科
小児科
外科・消化器外科・乳腺外科
整形外科
呼吸器外科
脳神経外科
心臓血管外科
リハビリテーション科
産婦人科
眼　科
耳鼻咽喉科
泌尿器科
皮膚科
形成外科
歯科口腔外科
放射線科
感染症科
麻酔科
救急診療科
病理診断科
緩和ケア科
手術部
化学療法部
外来通院手術部
集中治療部
血液浄化部
神経難病臨床研究所
健診センター
消化器内視鏡センター
脳卒中センター
高度鏡視下手術センター

医療技術局 薬剤部
医薬品情報管理室

臨床検査部

輸血管理室

病理検査室

放射線部

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ部 ５A病棟

臨床工学部 ５B病棟

栄養部 ６A病棟

６B病棟

看　護　局 ７A病棟

医　事　係 ７B病棟

事　務　部 医　事　課 ８A病棟

収　納　係 ８B病棟

９A病棟（緩和ケア）

９B病棟（感染症）

３C病棟

外来部

手術部

３B病棟（救急）

集中治療部

血液浄化部

材料滅菌部

付属看護専門学校
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⑥その他法人の概要 

 特になし 

 

（２）事務所（従たる事務所を含む。）の所在地   

○病院 

名 称 所在地 

市立大津市民病院 大津市本宮二丁目９番９号 

○看護学校 

名 称 所在地 

市立大津市民病院付属看護専門学校 大津市石場１０番５３号 

 

（３）資本金の額及び出資者ごとの出資金 

 大津市   １，０００，０００円 

 

（４）役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴（令和２年３月３１日現在） 

氏名 役職 任期 担当及び経歴 

増田 伊知郎 理事長（常勤） H31.4.1 ～R2.3.31  

若林 直樹 副理事長（常勤） H31.4.1 ～R3.3.31 病院長 

神田 泰幸 理事（常勤） H31.4.1 ～R3.3.31 法人事務局長 

三木 恒治 理事（非常勤） H31.4.1 ～R3.3.31 医学博士 

山崎 武史 理事（非常勤） H31.4.1 ～R3.3.31 公認会計士 

山形 康郎 監事（非常勤） H31.4.1 ～R3.3.31 弁護士 

菊池 健太郎 監事（非常勤） H31.4.1 ～R3.3.31 公認会計士、税理士 

※理事長と監事は大津市長が任命し、副理事長と理事は理事長が任命する。役員の任 

期は、理事長、副理事長が４年、理事、監事は２年。 

  ※役員が欠けた場合の補欠の役員の任期は、前任者の在任期間。 

   

（５）常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。）及び平均年齢並びに法人への出向

者の数  （令和２年３月３１日現在） 

常勤職員 ８０５人（うち法人への出向者１４人）、平均年齢４２歳 

※内訳：医師１１５人、看護師４２４人、医療技術員１２６人、その他１４０人 

（前年比 △３０人）  
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「全体的な状況」 

 

１ 総括 

  中期計画期間（H29.4.1～R3.3.31）の３年目となる令和元年度は、“分娩休止・救急

医療提供体制・新型コロナウイルス感染症”といった問題を乗り越えながら、中期目

標の達成に向けて大津保健医療圏域の中核的医療機関として、適切な医療サービスを

提供するために、救急重症患者受入体制の強化や経営改善に取り組んだ。 

  財務状況としては、地方独立行政法人化以降の改善傾向として平成２９年度経常収

支△１，２４６百万円から、平成３０年度経常収支＋３５２百万円と改善した流れで

あったが、令和元年度経常収支は＋５４百万円へ縮小した。 

  分娩休止については、医師の退職により６月より分娩機能を休止したことと、小児

科の患者数減少により、産婦人科のみで３５６百万円の減収となっている。 

救急医療については、救急指導医とともに医師が一斉に退職し、マスコミ報道での

風評被害により患者数が減少し３８百万円の減収、医師数不足によるＩＣＵ特定集中

治療室管理料の喪失により６８百万円の減収となった。 

それまでの経営改善の流れを維持しながらの計画達成を目指したが、状況変化への

対応に追われ収益は縮小した。経営改善計画を策定し立て直しを試みたが、年度当初

への回復には至っていない。 

新型コロナウイルス感染症については、２月から感染回避による来院患者数が減少

し 1 月から３月の外来患者１日あたりで前年比１４．３％減少、感染症拡大に備えた

予定調整により手術件数も前年比１６．６％減少した。また、それまで増加傾向であ

った健診センターについても３月から稼動縮小し新規予約を停止したことで減益とな

っている。 

これらに対応する増収施策としては、広報活動の強化、機器整備による費用圧縮と

新規加算取得、診療科ヒアリングを伴った経営改善計画策定を行った。年度内の実績

としては、検査機器更新による費用圧縮（使用試薬の見直しと、保守料の圧縮により、

イニシャルコストも含めて７年間で２.５億円の費用圧縮）、透析機器更新に伴う追加

加算と医療材料差益の増加により年間１２.９百万円の増収、検体検査管理加算の取得、

病棟薬剤業務実施加算の取得を行った。広報活動については、報道等による病院イメ

ージの回復のために、診療部長による医療機関訪問や新聞・チラシを利用した情報発

信を行った。また、看護衣についても洗濯回数を増やしデザインと利便性を向上させ

ることで職員モチベーションを高めるとともに、年間費用を３.９百万円圧縮した。分

娩休止への対応としては、３２床運用であった５Ｂ病棟を化学療法部及び外来通院部

にて運用変更を行い病棟再編し収益確保に努めた。加えて、地域医療との連携推進お

よび患者数増加のため土曜日予約ＭＲＩを開始した。 

  第３四半期までにおいては想定外での大きな収益落ち込みは発生したものの、収益
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と連動した材料費、経費新規投資の抑制による減価償却費、稼動病床数に見合った職

員数の適正化による給与費がそれぞれ減少したことで損益は収益ほど悪化しなかった。

１２月での収益は分娩休止の影響を除くと前年同期比プラスとなっており、引き続き

回復基調となっていた。しかしながら、新型コロナ感染症の影響により、感染症病床

の増床対応による病棟閉鎖準備やＩＣＵの稼動縮小検討、ＥＲでのコロナ対応などで

の患者数の減少があり、回復基調であった２月３月の収益に影響を与えており、分娩

休止や救急診療体制とともに目標計画値未達の大きな要因となった。 

 

２ 大項目ごとの特記事項 

第１ 年度計画の期間 

 特になし 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

「市民病院としての役割」 

・地域の中核的な急性期病院として、５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、

精神疾患）に対する医療を継続して提供し、化学療法においては目標比１０８．９％

の治療件数を達成した。 

・４事業（救急医療、災害医療、小児医療、周産期医療）に対する医療の確保のため

救急診療科の医師の一斉退職に際し、医師の確保と大津保健医療圏へのアナウンス

（風評被害対策）を行い、変わらない医療提供体制の維持に努めた。 

・感染症への対応として、第一種及び第二種感染症指定医療機関として新型コロナウ

イルス感染症患者に対して、県、市と連携を図り医療を提供した。 

「地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化」 

・地域医療機関訪問を従前の７月から１０月までの４ヶ月間にて実施していたものを、

通年期間にて実施、かかりつけ医登録証の刷新を行った。結果、今年度目標を大き

く上回る紹介率、逆紹介率、訪問回数を達成した。 

  ・在宅療養中の患者訪問の際に専門看護師、認定看護師等が同行し相談支援を継続、

同時に連携医療機関との訪問意見交換を行い、円滑な退院在宅復帰支援を行った。 

  ・近隣医療機関と共同でのイベント参加、大津市と共催での講演会を実施し地域医療

の充実に努めた。 

「市民・患者への医療サービス」 

・患者満足度調査における質問項目の見直しを行い実施するとともに、職員接遇向上

研修については外部講師を招いて実施し、医療サービスの向上に努めた。 

「医療の質の向上」 

・ＩＳＯ９００１に基づいた内部統制体制を維持しながら、委員会での医療安全管理
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と医療の質・安全管理室での院内研修の実施による意識啓発を行い医療の安全徹底

に努めた。 

・新型コロナウイルス感染症においては、対策本部の設置および感染管理室を中心と

して院内感染対策を徹底、入館者トリアージを各部署協力体制のもと実施すること

で院内感染の防止に努めた。 

・動画サイトを利用した病院情報の発信と病院広報誌の特別号発刊により市民への情

報提供機会の増加を図った。 

  

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

「経営の効率化」 

・地域医療機関との積極的意見交換による連携強化とクリニカルパス委員会設置によ

る入退院コントロールの効率化に努めた。 

「管理体制の強化」 

・理事会の開催方法について見直し、より闊達な議論を可能にすることで経営管理機

能を強化した。 

・ＩＳＯ９００１モデルでの内部統制とコンプライアンス研修の実施により職員意識

の向上を図った 

「優れた人材の確保と意識改革」 

・令和２年度での市職員の派遣期間終了に備えた法人職員の確保に努めるとともに、

経営層への中期計画の再確認や経営指標の全職員への発信を行うことで職員間の経

営情報の共有を促し、職員一丸となって目標達成に取り組める環境整備を行った。 

・外部講師を招き、経営改善や診療報酬改定についての研修を開催し、それらを踏ま

えたアイデアを職員より募集実施することで、病院改善を行った。 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

「単年度資金収支ゼロ以上並びに経常収支比率及び医業収支比率１００パーセント以上

を達成するために講じる施策」 

・保険診療適正化委員会による診療報酬改定対策チームによるコーディングチェック

や診療部長へのフィードバックを行い、適切な診療報酬獲得に努め収益改善を行っ

た。 

・クリニカルパス委員会による空床ベッドの抑制、入退院センターによる入退院日の

調整を行い、効率的なベッドコントロールを行った。 

・地域医療機関訪問については訪問方法を改善し、面会機会を増加させることで訪問

効果を高め、紹介率向上、患者獲得に努めた。 

・支出及び費用の削減策としては、人件費では経営層の管理の下、医師の時間外勤務

の削減を図った。材料費においては、私立病院データも含む新規ベンチマークを採
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用し材料費の削減に努め、使用料以上の削減効果を獲得した。また、院内物流管理

業者を通じた医療材料の共同購入により安価な価格での購入を可能とした。 

・機器調達方法の見直しとしては、それまで購入と賃貸借にて稼動していた臨床検査

部の検査機器一式について、老朽化による更新整備が課題となる中、全ての機器を

賃貸借整備とし、かつ保守、試薬費用を包括した契約とすることで、７年間でのト

ータルコストの削減を行った（年間試算額３６百万円）。委託契約についても患者給

食における院内調理を外部調理へと変更することで、老朽化した機器更新費用、保

守委託費用および試薬購入費用の圧縮を行った。 

・透析機器の更新に関し、ＨＤＦ加算の獲得と使用材料の償還増収により年間１３百

万円の増収を行った。 

・職員の効率的配置を行うことで、検体管理加算（Ⅳ）および病棟薬剤業務実施加算

２を取得し２９百万の増収を行った。 

「運営費負担金」 

・地方独立行政法人移行時の退職給付引当金未計上分の運営費交付金が今年度繰入さ

れ、地独移行初年度から発生していた債務超過額が改善された。 

「計画期間内の収支見通し」 

・理事会における計画目標値進捗状況の確認と経営指標の追加、取り組み状況の確認

を行うとともに、理事会非開催月についても経営指標を理事へ報告した。また、四

半期ごとの報告を市へ行い意見を求めた。 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項を達成するためとるべき措置 

・学生の新規募集を停止していた看護専門学校については、在校生が卒業となる今年

度末閉校することを決定した。  
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「項目別の状況」 

 

第１ 年度計画の期間 

 特になし 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

１ 市民病院としての役割 

（１）５疾病に対する医療の提供 

地域の中核的な急性期病院として５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病及び

精神疾患）への対応を中心とした医療を提供した。がん治療においては、適切な地域連

携クリニカルパスの整備による、より患者に最適な治療計画の提供を継続することで、

化学療法による治療件数が目標値を達成した。 

【目標に係る実績】 

目標指標 令和元年度目標値 令和元年度実績 

がん手術件数 ６４０件 ５６３件 

化学療法件数 １，８７０件 ２，０３７件 

放射線治療件数 １１５件 １１２件 

脳外科手術件数 ３２５件 ２８９件 

ＰＣＩ実施件数 ２０６件 １４４件 

 ※ＰＣＩ（経皮的冠動脈インターベンション） カテーテルを用いた心臓疾患治療 

 

（２）４事業に対する医療の確保 

４事業（救急医療、災害医療、小児医療、周産期医療）に対する医療の確保のため、

昨年度２床増床したＩＣＵ８床で、地域の救急医療に対する貢献を図った。救急指導医

の退職による医療提供体制に混乱があったものの、風評被害の払拭とともに救急体制を

立て直し医療提供機能を維持した。新型コロナウイルス感染症においても疑い患者の受

け入れを主に行いながら救急医療を提供した。災害医療については台風による浸水被害

を受けた長野県への出動を行うとともに、近畿ＤＭＡＴブロック訓練を実施した。周産

期医療については、令和元年６月から、分娩の取扱いを休止しており、再開に向けて診

療体制の整備に努めている。小児医療については分娩休止による患者数の減少はあるも

のの、救急医療も含めた小児患者の受け入れを可能な限り行った。 
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【目標に係る実績】 

目標指標 令和元年度目標値 令和元年度実績 

救急搬送受入件数 ４，０９０件 ３，４８１件 

救急搬送入院患者数 １，４４４人 １，３５８人 

救急ストップ時間 ０時間 ６３時間 

救急搬送比率 ２７．５％ ２１．４％ 

救急入院患者数 ３，０５０人 ２，５５１人 

 

【関連指標】 

 ・災害訓練回数 ３回（うち院内１回） 

 

【目標に係る実績】 

目標指標 令和元年度目標値 令和元年度実績 

小児科入院患者数 ２，６４５人 ２，３８３人 

小児科救急受入件数 ２，３７５件 １，９１９件 

  

２０１９年６月から、産婦人科の体制が整うまで、分娩の取扱いを休止している。 

【関連指標】 

・ハイリスク分娩件数 １件 

 

（３）感染症への対応 

滋賀県下で唯一の第一種及び第二種感染症の指定医療機関として、２月上旬の偽陰性

患者発生時より看護体制の調整を即座に開始し受け入れ態勢を整え、マスク、消毒液な

ど医療材料の確保を進めた。感染者発生後も、県、市と綿密な連携を図り、新型コロナ

ウイルス感染患者の治療を行い、医療の提供を行った。 

 

（４）予防医療の提供 

健診センターにおいては、これまで市内の医療機関に先駆けて行っていた隔月第３日曜

日の日曜日乳がん検診を毎月第３日曜日の実施に変更し、大津市乳がん検診の検査枠も週

３２枠から週６０枠まで拡大した。また、人間ドックコースのリニューアルを行い、受診

者のニーズに沿った検診の提供を積極的に行った。 

【目標に係る実績】 
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目標指標 令和元年度目標値 令和元年度実績 

人間ドック件数 ３，２４６人 ３，３０３人 

 

２ 地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化 

（１）地域医療支援病院としての役割 

医療機能の分化、連携推進のため、紹介患者の受け入れのため地域医療機関訪問や、

紹介元への逆紹介を積極的に行い、地域における医療連携を進めた。地域医療機関訪問

は、例年７月から１０月ごろに主に行っていたものを、通年に期間を延ばして行い、か

かりつけ医登録証の掲載内容を全面的に見直し、約１３０の診療所に直接手渡した。こ

れにより、紹介患者が増え、初診患者数が減少し、かつ逆紹介率も上昇し、地域医療構

想に準じた役割を果たせた。 

【目標に係る実績】 

目標指標 令和元年度目標値 令和元年度実績 

紹介率 ５７％ ７１．５％ 

逆紹介率 ７８％ １０４．９％ 

地域医療機関訪問回数 ２５０回 ３２７回 

 

（２）地域での病院機能とその役割 

入院後ではなく、入院前から患者を支援でき、令和２年度からの入院時の指導管理料

（栄養、薬剤など）取得が可能となるように協議を始めた。これは患者のサポートを手

厚くするとともに、病棟での医療従事者の負担軽減を図る働き方改革にも繋がるため、

引き続き院内体制の整備を進めていく。 

【関連指標】 

・地域医療機関向け研修実施回数 ４６回 

 

（３）在宅医療・介護との連携強化 

医療ニーズの高い在宅療養中のがん患者等が安心・安全に在宅療養を継続できるため

に、専門看護師・認定看護師等が訪問看護ステーションの訪問看護師に同行し、治療や

ケアについての相談・支援を昨年度より行っている。また、地域医療連携室の相談員に

よる連携先の医療機関や各施設を訪問により、意見交換するなど連携強化し、円滑な退

院支援や在宅復帰の支援を行った。 

【関連指標】 

・訪問看護件数 ７，７０８件 
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（４）関係機関との連携強化 

１０月に市の開催する健康を考えるイベントに、昨年までと同様に大津赤十字病院と

共同でブースを設置し糖尿病予防の啓発につとめた。また、２月のがんについて考える

日に大津市と共催で講演会を行うなど、関係機関との連携を図った。 

 

３ 市民・患者への医療サービス 

（１）市民・患者の求める医療サービスの提供 

患者満足度調査の自由記載欄や、ご意見箱においてたびたび意見される通院手段の確

保について、質問項目を新たに設定して意見を求めた。また市内の一部地域に対して、

通院手段についてのアンケートを行った。これらの意見集約を行うとともに、解決策に

ついての検討を行った。 

【関連指標】 

・外来 患者満足度調査（満足＋やや満足） ８２．８％ 

・入院 患者満足度調査（満足＋やや満足） ９０．１％ 

 

（２）職員の接遇の質の向上 

接遇力向上を目的にして、外部講師を招いて接遇研修を管理職向け、一般職員向けに

それぞれ行い、気づきの力を磨いた。また、当日はビデオ撮影を行い、出席できなかっ

た職員向けに、後日上映会を実施した。 

 

４ 医療の質の向上 

（１）医療の安全の徹底 

ＩＳＯ９００１に基づいた内部統制体制を維持しながら、医療安全管理委員会を中心

に医療事故の予防対策や再発防止対策の充実を図り、インフォームド・コンセントを徹

底した。院内職員に対しては医療安全研修会を実施し、安全管理の意識向上を図った。

また、感染防止においては感染管理室により、ＭＥＲＳその他の菌検出状況の毎月の報

告や、新型コロナウイルス感染症に対する対策等の現状について逐一、職員に対して周

知、予防喚起を行った。 

【関連指標】 

・転倒転落発生率 ４．４４‰ 
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・褥瘡発生率 ０．１４‰ 

 

（２）診療データ分析による医療の質と効率性の標準化 

ＤＰＣベンチマークソフトの分析結果を踏まえたクリニカルパスの改善を行い、ＱＩ

分析結果を毎月院内で共有し、医療の質・安全管理室が中心となり、医療安全研修会を

実施することで、改善可能な医療提供体制の整備に努めた。 

 

（３）セカンドオピニオンの推進 

  患者相談支援室を中心として、セカンドオピニオンを希望する患者には他院への情報

提供を行うなど、適切な対応を行った。 

 

（４）市民への医療の質に関する情報発信  

  市民病院の役割・機能、専門医の紹介などについて、これまでも活用していたホーム

ページからより身近に情報を得ることができるよう動画を利用して情報提供を行った。

また、広報誌についても、年２回の定期刊行に加えて、救急体制ＰＲや開院１２０年を

記念した特別号をそれぞれ発刊し、病院内外に市民病院の紹介を行った。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 経営の効率化 

  毎月、管理職を集めた全体経営会議を行い、病院の現状分析、院内の情報共有に努め

た。入院機能強化のために、各診療科に対して経営指標を提供し、要因や課題の分析に

努め、経営改善に活用した。 

 

２ 管理体制の強化 

（１）経営体制の強化 

 理事会において、これまでの進め方や開催頻度について見直しを行い、事務局側から

の現状報告が中心であった進め方を変更し、事前に資料を配付した上で理事会を討議の

場とするようにした。また、経営戦略室にて中期計画進捗管理を行うとともに、経営改

善計画を作成した。 

 

（２）内部統制の強化 

内部統制推進室を設置した。ＩＳＯ９００１をモデルとして作成したマニュアルを利
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用した活動を実施し、内部統制の管理改善に努めた。 

 

（３）コンプライアンスの徹底 

内部統制推進室による情報発信やコンプライアンスについての勉強会を実施し、院内

職員への法令遵守事項への意識向上を図った。 

 

３ 優れた人材の確保と意識改革 

（１）法人職員の確保 

年度中の退職者（看護師、看護補助者等）について年度途中採用により、人員確保に

努めた。また、令和２年度での市職員の派遣期間終了に備えた人材採用を行い、事務局

強化に繋がる人材の確保に努めた。 

 

（２）職員の意識改革とモチベーションの向上 

  経営層の体制変更に伴い、計画および目標の再度周知を行うとともに、職員必携の携

帯、院内グループウェアによる情報発信により院内職員が常に目標確認できる環境を整

備した。また、その目標を各所属から個人目標に落とし込み人事評価に反映させた。組

織の効率化としては、院内調理についてセントラルキッチンを採用し業務および組織を

効率化した。 

  地域医療連携室での医療福祉相談をはじめ、院内研修の開催による意識向上、入退院

支援センターによる病診・病病連携の推進を行い、地域医療の連携を推進した 

   

（３）研修体制の強化 

   医療従事者が研究等の活動に参画できる体制整備とともに、外部理事による経営講演

会や、診療報酬改定の概要についての外部講師による講演会を実施するなど、院内研修

によるインプットを行うとともに、それをもとに職員からの経営改善アイデア募集を行

うことでアウトプットを行った。 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

毎月、診療科ごとに経営指標を作成し、情報共有を行うとともに、四半期ごとに各診

療科にコメントを求めて、経営層が状況把握を行った。また、経営改善計画策定時には

診療科ヒアリングを行い、症例件数目標を設定するなど診療科ごとに改善案を作成し進

捗管理を行った。 
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【目標に係る実績】 

目標指標 令和元年度目標値 令和元年度実績 

医業収支比率 １０５％以上 ９７．１％ 

経常収支比率 １１２％以上 １００．４％ 

 

１ 単年度資金収支ゼロ以上並びに経常収支比率及び医業収支比率１００パーセント以上

を達成するために講じる施策 

（１）収入及び収益の向上策 

 診療報酬改定に伴う分析や対策、施設基準届出のために、保険診療適正化委員会が中

心となり診療報酬改定対策チームを発足させて対応を行った。また、委員会にてコーデ

ィングのチェックを行い、改善・修正事項を各診療部長へフィードバックを行った。 

ベッドコントロールの権限と基本方針を全体経営会議において再度確認のために周知

し、クリニカルパスを遵守した空きベッドを抑制し、入退院センターによる入院日の調

整などを行った。 

診療所訪問では、診療部長が訪問する際には一部アポイントを取って訪問するなど方

法を変更したことにより、面会を断られるケースが減り、その後の紹介につながった医

療機関もあった。 

４月より毎月第３日曜日に乳がん検診を行い、１２月より地域医療機関からの紹介患

者のＭＲＩ検査を第２、第４土曜日に開始するなど、患者の利便性向上に努めた。また、

ホームページアクセスの６割以上がスマートフォン・タブレットによるものであるため、

より伝わりやすいように動画による情報発信に取り組んだ。 

健診センターにおける健康診断や各種検診等予防医療に関するコースを見直し、価格

を再設定し令和２年度からの実施準備を行った。 

医事業務委託業者と毎月１回、請求漏れや査定減の防止対策など増収にむけた協議を

行い、情報共有に努めている。返戻、査定されたものは医事課、医事業務委託業者とと

もに内容の分析を行い、医師に確認のうえ積極的に再審査請求を行っている。 

また、未収金対応については、昨年より弁護士委託を発生６ヶ月から３ヶ月に変更し

ており、引き続き早期介入をおこなっている。加えて、医事課職員による電話督促、督

促文書送付、自宅訪問等、状況に応じた対策を実施した。 

【目標に係る実績】 

目標指標 令和元年度目標値 令和元年度実績 

入院診療単価 ５８，５００円 ５８，００１円 
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外来診療単価 １２，０００円 １５，３１２円 

手術件数 ４，４５０件 ３，６７４件 

病床稼働率 ８２％ ８５．０％ 

入院患者数 １３３，５９０人 １２０，４７８人 

外来患者数 ２２８，４２０人 １９８，４０９人 

平均在院日数 １１．２日 １３．１日 

ＤＰＣⅡ期間以内患者割合 ６９％ ５７．９％ 

新入院患者数 １０，７８０人 ８，５３３人 

ＩＣＵ稼働率 １００％以上 １０７．７％ 

 

（２）支出及び費用の削減策 

看護師の給与体系を行政職から医療職俸給表（三）への変更を行ったが、今年度まで

三年間の現給保障があるため、次年度以降に削減効果が現れる。職員、特に医師の時間

外勤務について、随時経営層が把握し、削減を図った。 

【目標に係る実績】 

目標指標 令和元年度目標値 令和元年度実績 

人件費比率（職員給与費比率） ５６％以下 ５７．７％ 

※人件費（退職給付費用を除く）比率は、医業収益に対する費用の割合 

 

材料費の削減に向け、新たなベンチマークシステムを活用した材料費の削減に取り組

んだ。本格的な活用開始により、ベンチマーク使用料を差し引いても削減効果が得られ

た。さらに、院内物流管理システム業者を通じて共同購入を実施、参加費用は業者が負

担しており、現状共同購入対象品が限られているため、今後対象品目拡大に伴い削減効

果が拡大する見込みとなっている。 

【目標に係る実績】 

目標指標 令和元年度目標値 令和元年度実績 

材料費比率 ２０％ ２２．９％ 

後発医薬品指数 ８０％以上 ９４％ 

※材料費比率は、入院、外来収益に対する費用の割合。目標値は抗がん剤等高額薬剤

を除いて算定。 

※後発医薬品指数は、ＤＰＣ機能評価係数Ⅱ算定のための評価項目で、入院医療で使
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用される後発医薬品の使用割合に基づく評価。国は７０％を目標としている。 

 

臨床検査部機器更新時に保守料、試薬・消耗品代を併せて契約行ったことにより、保

守料、試薬・消耗品代も含めたトータルの費用を削減した。 

患者給食業務委託で、提供する患者給食を病院内調理から病院外での集中調理に変更

したことにより委託費の削減を行った。 

【目標に係る実績】 

目標指標 令和元年度目標 令和元年度実績 

委託費比率 １１％ １２．１％ 

 ※委託費比率は、医業収益に対する費用の割合 

 

２ 運営費負担金 

地独移行時の退職給付引当金未計上分の運営費交付金が今年度繰入され、地独移行初

年度から発生していた債務超過額が改善された。 

 

３ 計画期間内の収支見通し 

理事会において目標値の達成状況の確認を行うとともに、理事からの指摘を受けた経

営指標の追加や法人の取り組みの紹介を行った。また、理事会非開催月も経営指標を理

事に確認していただき、意見を受ける体制を整えた上で、四半期毎の報告を市へ行った。 

 

第５ その他業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置 

学生の新規募集を停止していた看護専門学校については、在校生が卒業となる今年度

末閉校することを決定した。 

 

第６ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画、資金計画 

（１） 予算（令和元年度） 

（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 
差額 

（決算-計画） 

収入 

 営業収益 

  医業収益 

 

１２，７６４ 

１０，９８７ 

 

１２，３５５ 

１０，６２１ 

 

△４０９ 

△３６６ 
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  看護専門学校収益 

  訪問看護ステーション収益 

  運営費負担金 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金 

  その他営業外収益 

４３ 

７９ 

１，６２２   

３４ 

８８９ 

７７８ 

１１１ 

９ 

６７ 

１，６２４   

３４ 

４，１８８ 

４，１００ 

８８ 

△３４ 

△１２ 

２ 

０ 

３，２９９ 

３，３２２ 

△２３ 

 資本収入 

  長期借入金 

   計 

２００ 

２００ 

１３，８５４ 

０ 

０ 

１６，５４３ 

△２００ 

△２００ 

２，６８９ 

支出 

 営業費用 

  医業費用 

   給与費 

   材料費 

   経費 

   研究研修費 

  看護専門学校費用 

   給与費 

   経費 

  訪問看護ステーション費 

   給与費 

 

１１，１４３ 

１０，０９２ 

６，３９９ 

２，３０２ 

１，３６５ 

２６ 

１５３ 

１２１ 

３２ 

７０ 

６２ 

 

１１，５４２ 

１０，５１３ 

６，３７１ 

２，６６１ 

１，４６２ 

２０ 

９８ 

８８ 

１０ 

７４ 

７０ 

 

３９９ 

４２１ 

△２８ 

３５９ 

９７ 

△６ 

△５５ 

△３３ 

△２２ 

４ 

８ 

   経費 

  一般管理費 

 営業外費用 

 資本支出 

  建設改良費 

  償還金 

 計 

８ 

８２８ 

１８７ 

１，８７５ 

２９７ 

１，５７８ 

１３，２０５ 

４ 

８５７ 

１４３ 

３，０４３ 

２１２ 

２，８３２ 

１４，７２８ 

△４ 

２９ 

△４４ 

１，１６８ 

△８５ 

１，２５４ 

１，５２３ 

   ※計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがある。 
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（２） 収支計画（令和元年度） 

（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 差額 

（決算-計画） 

収入の部 

 営業収益 

  医業収益 

  看護専門学校収益 

  訪問看護ステーション収益 

運営費負担金収益 

  資産見返補助金等戻入 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金収益 

  その他営業外収益 

 臨時利益 

１３，６６６ 

１２，７８２ 

１０，９５７ 

４３ 

７９ 

１，６２２ 

４９ 

３３ 

８８４ 

７７８ 

１０６ 

 

１６，３８３ 

１２，１５９ 

１０，３７５ 

９ 

６９ 

１，６２４ 

４８ 

３５ 

２３８ 

１１７ 

１２１ 

３，９８６ 

２，７１７ 

△６２３ 

△５８２ 

△３４ 

△１０ 

２ 

△１ 

２ 

△６４６ 

△６６１ 

１５ 

３，９８６ 

 

 

 

 

支出の部 

 営業費用 

  医業費用 

   給与費 

   材料費 

   経費 

   減価償却費 

   研究研修費 

  看護専門学校費用 

   給与費 

   経費 

１２，０６７ 

１１，４６７ 

１０，４２４ 

６，３０２ 

２，１０８ 

１，２７６ 

７１４ 

２４ 

１６５ 

１２９ 

３６ 

１２，３４５ 

１１，７３９ 

１０，６９１ 

６，２０９ 

２，３７３ 

１，３１８ 

７７３ 

１８ 

１２４ 

８２ 

４２ 

２７８ 

２７２ 

２６７ 

△９３ 

２６５ 

４２ 

５９ 

△６ 

△４１ 

△４７ 

６ 
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  訪問看護ステーション費 

   給与費 

   経費 

  一般管理費 

６５ 

６２ 

３ 

８１３ 

８０ 

７５ 

５ 

８４５ 

１５ 

１３ 

２ 

３２ 

 営業外費用 

 臨時損失 

５９９ 

０ 

６０５ 

２ 

６ 

２ 

    
 純利益 

 目的積立金取崩額 

 総利益 

１，６００ 

０ 

１，６００ 

４，０３７ 

０ 

４，０３７ 

２，４３７ 

０ 

２，４３７ 

 

（３） 資金計画（令和元年度） 

（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 
差額 

（決算-計画） 

資金収入 

 業務活動による収入 

  診療業務による収入 

１３，８１９ 

１３，６１７ 

１０，９５７ 

１６，６１０ 

１６，５４３ 

１０，６５６ 

２，７９１ 

２，９２６ 

△３０１ 

  運営費負担金による収入 

  その他の業務活動による収入 

 財務活動による収入 

  短期借入れによる収入 

長期借入れによる収入 

 前年度からの繰越金 

２，４００ 

２６０ 

２００ 

０ 

２００ 

２ 

５，７２４ 

１６３ 

０ 

０ 

０ 

６７ 

３，３２４ 

△９７ 

△２００ 

０ 

△２００ 

６５ 

資金支出 

 業務活動による支出 

  給与費支出 

  材料費支出 

  その他の業務活動による支出 

投資活動による支出 

  有形固定資産の取得による支出 

１３，８１９ 

１１，１５０ 

６，６４６ 

２，１０８ 

２，３９６ 

２７４ 

２７４ 

１６，６１０ 

１１，６９４ 

６，７４６ 

２，４６８ 

２，４８０ 

８４ 

８４ 

２，７９１ 

５４４ 

１００ 

３６０ 

８４ 

△１９０ 

△１９０ 



23 

 

 財務活動による支出 

  移行前地方債償還債務の償還に

よる支出 

  その他の財務活動による支出 

 次期中期目標の期間への繰越金  

１，７４５ 

 

９２１ 

８２４ 

６５０ 

２，９５０ 

 

９２１ 

２，０３０ 

１，８８２ 

１，２０５ 

 

０ 

１，２０６ 

１，２３２ 

 

第７ 短期借入金の限度額 

期首短期借入金残高は、１，９１１百万円であった。令和元年度上期、産婦人科の分

娩休止、救急医療体制の変更等により収益が減少し、９月末には短期借入金残高 

１，９５４百万円となり資金繰りが逼迫するも、大津市より中期計画通りの運営費負担

金等が繰入れされたことにより、短期借入残高減少し資金繰りは改善した。 

更に、令和２年３月末に大津市より追加の運営費交付金の繰入れがあり、令和元年度

末短期借入金残高は「０」であった。 

 

第８ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

  なし 

 

第９ 剰余金の使途 

  ７３０百万円の累積欠損金のため、大津市への配当なし。 

 

第１０ 地方独立行政法人市立大津市民病院の業務運営並びに財務及び会計に関する規則

（平成２９年大津市規則第１０３号）第６条で定める事項 

１ 施設及び設備に関する計画（令和元年度） 

【関連指標】  

  内 容 実績額 財源 

施設整備  ２２百万円 自己財源 

医療機器整備 ８４百万円 自己財源 一部補助金 

 

２ 人事に関する計画  

 分娩休止に伴う看護師の適正かつ効率的な配置のため、年度中の退職者について年度

途中採用を行って人員確保するなど、迅速な対応に努めた。また、臨床検査部において

は機械化による定数削減を行うなど人員配置の見直しを行った。 
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【関連指標】 

・職員体制等 

令和元年度期末での職員体制は８０５人（退職５６人、採用３１人）で、期首から 

△２５人、前年度末比で△３０人である。 

 

〔職員体制の内訳（単位は人）〕 

№ 職種 期首 採用 退職 期末 

正 嘱 契 正 嘱 契 正 嘱 契 正 嘱 契 

病

院 

 

 

医師 78 46 0 3 2 0 7 7 0 74 41 0 

看護師 393 8 31 2 0 3 21 0 1 374 8 33 

医療技術職 103 21 4 0 1 1 2 0 2 101 22 3 

事務職 35 20 48 3 4 8 4 2 7 34 22 49 

補助員 2 0 30 0 0 4 0 0 3 2 0 31 

学

校 

看護師 9 0 0 0 0 0 0 0 0 9 0 0 

事務 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

  合計 830 31 56 805 

 

・人事評価制度を実施し、厳しくなる経営環境の中でも、法人の経営課題を解決してい

くことができる組織・個人の能力開発に資する人材育成のツールとして導入を行った。 

 

・医師、看護師などと連携・協働しながらあらゆる角度から診療の最前線の現場として

業務を行っている医事課に、管理監督できる経験者を採用するなど、事務部門の強化

に努めた。 


